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京大東アジアセンターニュースレター   第 474号   







○ バングラデシュ短信 ： ２０１３－№１０ （５月下旬～６月上旬）  












2013 年 7 月 13 日(土) 13 時 30 分 














司会  京都大学大学院経済学研究科 教授 宇仁宏幸 
 
13:30-13:40 
挨拶：京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 植田和弘 
  
13:40-14:40 


















     
17:00-18:30 
懇親会 於時計台記念館 2階国際交流ホール 
司会 大和ハウス工業株式会社顧問/東アジア経済研究センター協力会理事 河合司二 




































■東京会場  2013 年 7 月 20 日(土) 13 時 30 分 
 
     京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27 階） 
 
 
総合司会  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹 
13:30-13:40 






   
13:40-14:20  講師紹介と挨拶 京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 植田和弘 
 




特別講演 ：太陽光発電技術研究組合 理事長 桑野幸徳 
             「太陽光発電産業の過去・現在・未来」  
                       （10分休憩） 
講演とパネルディスカッション 
 
15：10-15:25  京セラ株式会社   ソーラーエネルギー事業本部  主幹技師  本多潤一 
               「スマート社会が変える太陽光発電の普及」 
15：25－15：40  日新電機株式会社  新エネルギー・環境事業本部  エンジニアリング部長 井筒達也 
                「太陽光発電所におけるＰＣＳ・連系設備への要求と対応」   
15：40-15:55  三菱電機株式会社   
  15：55-16:35 
植田和弘教授と各社講演者とで「太陽光発電産業の将来についてのディスカッション」 
 




懇親会          会場：京大東京オフィス（同じ場所） 
司  会  京都大学経済学研究科 特任教授/東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野 輝    
開会挨拶  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹  





























会場 京都大学法経済学部東館地下 1 階みずほホール 
 
［シンポジウム］ 












































































































































































                                                                  以上 
************************************************************************************************ 


















GMACの Van Sou Ieng会長は、「今の所、バングラデシュの崩落事故の影響により短期的なオーダー増はあります
が、そこまでカンボジアにはポジティブな影響はありません。そもそもカンボジアの工場では、これ以上の受注を受け





３．５／１６、アシックス社の仕事を請負っている靴工場Wing Star Shoes社で、中２階崩落事故発生 ２名死亡 




たのは Wing Star Shoes 社で、労働者たちがちょうど出
勤し始めた朝の 7時半頃に２階の床が崩れ落ちたようだ。
死亡した 24 歳の Reung Chak さんは、同僚の話によれ
ば、ほんの１か月前に父親になったばかりのようだ。また、
同じく死亡した Sim Srey Touchさんは、まだ 15歳の女の
子で、年齢を偽ってここで働いていた。Srey Touch さん




Kampong Speu州警察の Men Siborn氏は、「これまでの情報では、労働者の 2人が死亡し 11人が負傷したとされ
ています。11人のうち 2人は病院で手当を受けすでに家に帰宅しております」と話した。Wing Star Shoes社はカンボ
ジア縫製業協会に登録している会社で、日本の靴メーカー：アシックスの製品の生産を請負っていた。会社の理事を






どうかに関するコメントは避けていた。しかし最終的に遺族に 15,500 ドル、怪我をした労働者に 1,000 ドルの支払いを
決定した。 
また社会問題・退役軍人・青少年更正省の Ith Sam Heng氏は、記者会見において、「政府が犠牲者への賠償金を
支払う」、と話し、「このようなケースは我が国で初めて起こります。これまでは、労働者の失神が主な問題でした。これ
から我々は調査委員会を発足させて、国中すべての工場の視察を行います」と原因究明を追求する旨を話した。 
















５．５／２３・２４、Sabrina garment社 にてストライキ発生 
4,000人の労働者が労働環境改善などを求めて、Sabrina Garment社前でストライキを実施した。Free Trade Union






６．５／２３・２４、 Kampong Speu社他 にてストライキ発生 
Free Trade Union職員の Thorn Thol氏は、「Kampong Speu社と労働者間で、労働者たちは賃金の上昇、交通費
補助、住居、食事補助を求めて交渉が行われているものの、現段階では不調に終わっている」と述べた。しかし、「引
き続き交渉する」としている。 




先月、日本政府との間で合意に達した 9,000万ドルの貸付について、国道 5号線(Battambangから Sri Sophorn間)
の 83.5キロの環境改善に使用される事が、カンボジアのKeat Chhon経済・金融大臣と JICAの荒川博人副代表の間
で合意に達した。荒川副代表は、「この建設にまつわるプロジェクトはとても有益なものになるだろう。特に物流網の向
上は投資の呼び込みにも繋がり、プノンペンからタイ国境へのアクセスだけではなく、ゆくゆくはベトナムへのアクセス





















Acha Ma さん(52)は「1979年に、ここチュニック(キリングフィールドがある場所)では、8,985 もの死体が発見されまし
た。私たちがここに来たとき、あまりの恐怖で鳥肌が立ちました。私たちは助けを呼ぶ声、拷問による叫びが聞こえるよ
うな想いでした。今日は、私たちは天国にいる被害者の人たちに祈りを捧げるべきです」と語ってくれた。 
Documentation Center of Cambodiaの Youk Chhang代表は、「カンボジア人民党は名声を高めるためにこの日を































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 





1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
